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平成15年６月９日 

株 主 各 位 
 

大阪市中央区北浜一丁目６番10号 

株式会社大阪証券取引所 

取締役社長 巽   悟 朗 

 

第２回定時株主総会招集ご通知 
 

拝啓 ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 

 さて，当所第２回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので，ご出席

くださいますようご通知申し上げます。 

 なお，当日ご出席願えない場合は，書面により議決権を行使することができ

ますので，お手数ながら後記の参考書類をご検討賜り，同封の議決権行使書用

紙に賛否をご表示いただき，ご押印のうえ，折り返しご送付くださいますよう

お願い申し上げます。 敬 具 
 

記 
 

１ 日   時  平成15年６月25日（水曜日）午前10時 

２ 場   所  大阪市中央区北浜一丁目１番16号 

         大阪証券会館 ４階ホール 

３ 会議の目的事項 

  報 告 事 項  第２期（平成14年４月１日から平成15年３月31日まで） 

         営業報告書，貸借対照表及び損益計算書報告の件 

  決 議 事 項 

   第１号議案 第２期利益処分案承認の件 

   第２号議案 定款一部変更の件 

 議案の要領は，後記「議決権の行使についての参考書類」

(20頁から21頁）に記載のとおりであります。 

   第３号議案 会計監査人選任の件 

   第４号議案 取締役２名選任の件 

   第５号議案 監査役２名選任の件 

   第６号議案 退任取締役及び退任監査役に対する退職慰労金贈呈の件 

以 上 
222222222222222222222222222222222222

 当日ご出席の際は，お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください

ますようお願い申し上げます。 
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【添付書類】 

営 業 報 告 書
 

平成14年４月１日から 
平成15年３月31日まで 

 

１ 営 業 の 概 況 

 1 営業の経過及び成果 

 当期のわが国経済は，年初来の円安基調を背景とした輸出の増加や生産

の持ち直しの動き等により，景気にわずかながら回復の兆しが見られたも

のの，年後半にかけての世界的な株安や米国経済の減速の影響を受け，輸

出や生産の伸びが鈍化する状況になりました。また，個人消費の低迷や設

備投資の減少などにより最終需要も低迷を余儀なくされている状況にあり

ます。 

 また，年後半にはいわゆる「地政学的リスク」が高まり，米国・英国な

どによるイラク攻撃が行われるなど，世界経済の先行き懸念がより一層強

まる状況になっています。 

 このような経済環境下にあって，株式市場は，上期は景気回復への期待

感から上昇を見せ，日経平均株価は５月23日に11,979円の高値をつけまし

たが，その後は実体経済の厳しい状況を反映して，ほぼ一貫して下落傾向

をたどりました。また，３月11日にはイラク攻撃が間近に迫ったことを受

け，7,862円の安値をつけるに至りました。その後のイラク攻撃の開始及び

攻撃の長期化観測などもあって，8,000円を割り込んで当期の取引を終了し

ました。 

 このような状況のもとで当所は，平成15年度中の上場をめざして，低コ

スト体質の構築を第一において，人件費をはじめ，施設費及び運営費の削

減に鋭意努めてまいりました。 

 当期の営業収益の概況は次のとおりであります。 

ａ 負担金等収入 

 当期は株式市況の低迷により，当所市場における売買（取引）代金も

先物105.6兆円（前期比7.2％減)，オプション1.1兆円（前期比4.1％減), 

株券13.4兆円（前期比27.1％減）と低水準に止まりました。このため，

定率負担金収入は23億14百万円（前期比5.5％減）となりました。 

 また，当期中は，正取引資格の取得が４社，先物取引等取引資格の取

得が２社あり，正取引資格の喪失が９社，先物取引等取引資格の喪失が

１社あったため，期末時点の取引参加者数は100社（うち先物取引等取引

参加者17社）(前期比3.8％減）となりました。これを受けて，定額負担
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金収入は16億52百万円（前期比2.6％減)，特別賦課金収入は３億36百万

円（前期比3.0％増）に止まりました。その結果，負担金等収入は43億４

百万円（前期比3.8％減）となりました。 

ｂ 上場賦課金等収入 

 当期は，転換社債型新株予約権付社債券の株式への転換が大量に行わ

れたこともあり，有価証券上場手数料は10億36百万円（前期比61.3％

増）となりました。 

 しかしながら，上場会社数の減少により，上場有価証券年賦課金につ

いては14億46百万円（前期比4.2％減）となりました。その結果，上場賦

課金等収入は24億83百万円（前期比15.3％増）となりました。 

ｃ 機器・情報提供料 

 当期は，機器・情報提供料は情報ベンダー等との契約数の増加に伴い

22億40百万円（前期比12.1％増）となりました。 

ｄ その他営業収益 

 当期は，ナスダック・ジャパン株式会社との業務協力契約の解消が期

中に行われたことに伴い，ナスダック・ジャパン市場の運営に関する収

入が３億78百万円（前期比39.5％減）となりました。その結果，その他

営業収益は６億86百万円（前期比32.0％減）となりました。 

 なお，平成14年12月16日以降のニッポン・ニュー・マーケット―「ヘ

ラクレス」の運営に関する収入は負担金等収入及び上場賦課金等収入の

項目にそれぞれ含まれております。 

 

  (営業収益の内訳) 
 (単位：百万円，％)
 

第２期（当期) 
(平成14年度) 

第１期（前期) 
(平成13年度) 区     分 

営業収益 構 成 比 営業収益 構 成 比

前 期 比 

 負 担 金 等 収 入 4,304 44.3 4,473 46.4  △ 3.8 

 定 額 負 担 金 1,652 17.0 1,696 17.6  △ 2.6 

 定 率 負 担 金 2,314 23.8 2,450 25.4  △ 5.5 

 特 別 賦 課 金 336 3.5 326 3.4 3.0 

 上 場 賦 課 金 等 収 入 2,483 25.6 2,153 22.4 15.3 

 有価証券上場手数料 1,036 10.7 642 6.7 61.3 

 上場有価証券年賦課金 1,446 14.9 1,510 15.7  △ 4.2 

 機 器 ・ 情 報 提 供 料 2,240 23.1 1,998 20.7 12.1 

 そ の 他 営 業 収 益 686 7.0 1,010 10.5  △ 32.0 

合 計 9,714 100.0 9,636 100.0 0.8 
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 以上により，当期の営業収益は，97億14百万円と前期比0.8％増加となり

ました。一方，当期の営業費用は，運営費の節減，人員の減少や人件費体

系の見直しなどによる人件費の減少等が寄与した結果，80億５百万円（前

期比6.1％減）となりました。 

 以上の結果，経常利益は18億73百万円と前期比41.3％増加しました。 

 また，不要となった設備等の除却等を行った結果，税引前当期利益は15

億37百万円となり，当期利益は９億17百万円となりました。 

 

 2 設備投資の状況 

 当期における設備投資は，総額７億50百万円であり，ダウ・ジョーンズ

工業株価平均，MSCI JAPAN及びFTSE日本指数に基づく先物取引の開始

や統一清算機関参加に伴うシステム投資等を行いました。 

 

 3 資金調達の状況 

 資金調達については，すべて自己資金で行っております。 

 

 4 当所が対処すべき課題 

 証券取引所を取り巻く環境は，市況の低迷や規制緩和に伴う競争の激化

などにより，一段と厳しさを増しています。 

 このような状況のもと，当所が市場間競争に打ち勝つためには，中核事

業に経営資源を集中させ商品や制度の充実を図るとともに，投資家に対し

て，利便性・信頼性の高い市場を常に提供していく必要があります。 

 そこで，当所は日経225先物・オプション取引を中心としたデリバティブ

とニッポン・ニュー・マーケット―「ヘラクレス」の２分野を中核に据え, 

積極的に事業を展開していきます。 

 また，自主規制機能について，市場監理・取引審査の強化・充実を図る

ことにより，市場の透明性・公正性を高め，投資家，上場会社，取引参加

者から信頼される市場を構築していきます。 

 さらに，証券取引所の競争力はシステムの性能によって大きく左右され

ると言われますが，平成16年から17年にかけて売買・清算システムを全面

的にリプレースすることにより，システム全体の利便性・効率性を高めて

いくこととします。 

 当所は，当所運営の効率化，収益力向上の観点から，人件費を含む経費
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全般の削減や人材育成に努めてきましたが，今後も経営体制の強化を推し

進めることにより，平成15年度中の株式上場を目指していくこととします｡  

 株主の皆様におかれましては，今後ともご支援，ご鞭撻を賜りますよう

お願い申し上げます。 

 

 5 営業成績及び財産の状況の推移
 (単位：百万円)
 

区     分 
第１期（前期) 
(平成13年度) 

第２期（当期) 
(平成14年度) 

営 業 収 益 9,636 9,714 

経 常 利 益 1,325 1,873 

当 期 利 益 183 917 

１株当たり当期利益 2,310円91銭 11,582円00銭 

総 資 産 116,784 89,387 

純 資 産 24,751 25,653 
 
 (注) １ 当期の状況につきましては，｢1 営業の経過及び成果」に記載のとおりであ

ります。 

    ２ 総資産の減少は主に取引証拠金の受入額の減少によるものです。 
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２ 会 社 の 概 況（平成15年３月31日現在) 
 1 主要な業務内容 

 当所は，証券取引法第２条第15項に規定される取引所有価証券市場を開
設し，公益及び投資者の保護に資するため，有価証券の売買，有価証券指
数等先物取引又は有価証券オプション取引が公正，円滑に行われることを
旨として運営しております。 
 また，自主規制機関として市場の公正性，透明性を高め，投資者の信頼
を確保するため，不公正取引の監視と未然防止に努めるとともに，相場の
公表その他取引所有価証券市場の開設に附帯する業務を行っております。 
 さらに，平成15年１月に施行された改正証券取引法第２条第27項に規定
される証券取引清算機関として，当所で行われたデリバティブ取引につい
て，同第２条第26項に規定される有価証券債務引受業を行っております。 
 なお，当所の開設する取引所有価証券市場における売買等の対象，上場
会社数及び取引参加者数は，次のとおりであります。 
ａ 売買等の対象 

 
市 場 区 分 売 買 等 の 対 象 

売 買 立 会 市 場

内国株券，外国株券，内国投資証券（ベンチャーファン
ド)，外国投資証券（カントリーファンド)，投資信託受益
証券（ETF等)，転換社債型新株予約権付社債券等 
株価指数先物（日経225・日経300・ダウ・ジョーンズ工業
株価平均・MSCI JAPAN・FTSE日本指数)，株価指数オ
プション（日経225・日経300)，株券オプション 

J ― N E T (相 対) 市 場
内国株券，投資信託受益証券（ETF等)，転換社債型新株
予約権付社債券 

ニッポン・ニュー・マーケ
ッ ト ― 「 ヘ ラ ク レ ス ｣

内国株券，外国株券，転換社債型新株予約権付社債券 

 

ｂ 上場会社数 
 

市 場 区 分 有価証券区分 所 属 区 分 上場会社数 

市 場 第 一 部 819社 
市 場 第 二 部 340社 
新 市 場 部 4社 
社会資本整備市場 ― 

内 国 株 券

計 1,163社 
外 国 株 券 ― 
内 国 投 資 証 券 1社 
外 国 投 資 証 券 6社 

売 買 立 会 市 場

投資信託受益証券

 

4社 
内 国 株 券 1,262社 

J ― N E T (相 対) 市 場
投資信託受益証券

 
4社 

ス タ ン ダ ー ド 68社 
グ ロ ー ス 31社 内 国 株 券

計 99社 
ス タ ン ダ ー ド ― 
グ ロ ー ス ― 

ニッポン・ニュー・マーケ
ッ ト ― 「 ヘ ラ ク レ ス ｣

外 国 株 券

計 ― 
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ｃ 取引参加者数 
 

 取引参加者区分 取引参加者数 (参考 第１期末) 

正 取 引 参 加 者 83社 88社 

先物取引等取引参加者 17社 16社 取 引 参 加 者

計 100社 104社 

 

 2 営業所の状況 

本   店 大阪市中央区北浜一丁目６番10号 

東 京 支 社 東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番13号 

 

 3 株式の状況 

ａ 会社が発行する株式の総数 310,000株 

ｂ 発行済株式の総数 79,200株 

ｃ 株 主 数 94名 

ｄ 大株主の状況 
 

当所への出資状況 当所の当該株主への出資状況 
株       主       名 

持 株 数 議決権比率 持 株 数 議決権比率 

三菱証券株式会社 3,200 株 4.04 ％ ― 株 ― ％ 

藍澤證券株式会社 1,600 2.02 ―  ―  

UFJつばさ証券株式会社 1,600 2.02 ―  ―  

INGベアリング証券会社東京支店 800 1.01 ―  ―  

あさひリテール証券株式会社 800 1.01 ―  ―  

安藤証券株式会社 800 1.01 ―  ―  

イー・トレード証券株式会社 800 1.01 ―  ―  

泉証券株式会社 800 1.01 ―  ―  

いちよし証券株式会社 800 1.01 ―  ―  

岩井証券株式会社 800 1.01 ―  ―  

インドスエズ ダブリュ・アイ・カー証券会社東京支店 800 1.01 ―  ―  

ウェストエルビー・セキュリティーズ・パシフィック・リミテッド（証券) 800 1.01 ―  ―  

ウツミ屋証券株式会社 800 1.01 ―  ―  

エーエフジェー・パートナーズ証券株式会社 800 1.01 ―  ―  

エース証券株式会社 800 1.01 ―  ―  

エービーエヌ・アムロ証券会社東京支店 800 1.01 ―  ―  

HSBC証券会社東京支店 800 1.01 ―  ―  

永和証券株式会社 800 1.01 ―  ―  

株式会社エヌシーエス證券 800 1.01 ―  ―  

大塚証券株式会社 800 1.01 ―  ―  

岡三証券株式会社 800 1.01 ―  ―  

岡地証券株式会社 800 1.01 ―  ―  

オリックス証券株式会社 800 1.01 ―  ―  

金十証券株式会社 800 1.01 ―  ―  
 



 
00_0080801101506.doc 
㈱大阪証券取引所様 招集 2003/06/10 15:42印刷 8/24 

 

― 8 ― 

 
当所への出資状況 当所の当該株主への出資状況 

株       主       名 
持 株 数 議決権比率 持 株 数 議決権比率 

金山証券株式会社 800 株 1.01 ％ ― 株 ― ％ 

金吉証券株式会社 800 1.01 ―  ―  

カブドットコム証券株式会社 800 1.01 ―  ―  

極東証券株式会社 800 1.01 ―  ―  

クレディ・スイス・ファースト・ボストン・セキュリティーズ・ジャパン・リミテッド 800 1.01 ―  ―  

クレディ・リヨネ証券会社東京支店 800 1.01 ―  ―  

黒川木徳証券株式会社 800 1.01 ―  ―  

ゴールドマンサックス証券会社東京支店 800 1.01 ―  ―  

光世証券株式会社 800 1.01 ―  ―  

こうべ証券株式会社 800 1.01 ―  ―  

コスモ証券株式会社 800 1.01 ―  ―  

コメルツ証券会社東京支店 800 1.01 ―  ―  

さくらフレンド証券株式会社 800 1.01 ―  ―  

三栄証券株式会社 800 1.01 ―  ―  

三京証券株式会社 800 1.01 ―  ―  

J.P.モルガン証券会社東京支店 800 1.01 ―  ―  

十字屋証券株式会社 800 1.01 ―  ―  

新光証券株式会社 800 1.01 ―  ―  

株式会社正龍観光 800 1.01 ―  ―  

センチュリー証券株式会社 800 1.01 ―  ―  

ソシエテ ジェネラル証券会社東京支店 800 1.01 ―  ―  

大和証券株式会社 800 1.01 ―  ―  

大和証券エスエムビーシー株式会社 800 1.01 ―  ―  

髙木証券株式会社 800 1.01 ―  ―  

立花証券株式会社 800 1.01 ―  ―  

中央証券株式会社 800 1.01 ―  ―  

津山証券株式会社 800 1.01 ―  ―  

ドイツ証券会社東京支店 800 1.01 ―  ―  

東海東京証券株式会社 800 1.01 ―  ―  

堂島関東証券株式会社 800 1.01 ―  ―  

東洋証券株式会社 800 1.01 ―  ―  

ドレスナー・クラインオート・ワッサースタイン（ジャパン）リミテッド 800 1.01 ―  ―  

内藤証券株式会社 800 1.01 ―  ―  

中原証券株式會社 800 1.01 ―  ―  

日興コーディアル証券株式会社 800 1.01 ―  ―  

日興ソロモン・スミス・バーニー証券会社 800 1.01 ―  ―  

日産証券株式会社 800 1.01 ―  ―  

日本アジアホールディングズ株式会社 800 1.01 ―  ―  

日本協栄証券株式会社 800 1.01 ―  ―  

日本グローバル証券株式会社 800 1.01 ―  ―  

日本電子証券株式会社 800 1.01 ―  ―  

のぞみ証券株式会社 800 1.01 ―  ―  

野村ホールディングス株式会社 800 1.01 ―  ―  

バークレイズ・キャピタル証券会社 800 1.01 ―  ―  

バンクオブアメリカ・セキュリティーズ・ジャパン・インク（証券) 800 1.01 ―  ―  

ビー・エヌ・ピー・パリバ・セキュリティーズ（ジャパン）リミテッド（ビー・エヌ・ピー・パリバ証券会社) 800 1.01 ―  ―  

光証券株式会社 800 1.01 ―  ―  
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当所への出資状況 当所の当該株主への出資状況 

株       主       名 
持 株 数 議決権比率 持 株 数 議決権比率 

日の出証券株式会社 800 株 1.01 ％ ― 株 ― ％ 

廣田証券株式会社 800 1.01 ―  ―  

株式会社フィナンシャルソリューションズ 800 1.01 ―  ―  

ベアー・スターンズ（ジャパン）証券会社 800 1.01 ―  ―  

松井証券株式会社 800 1.01 ―  ―  

丸國証券株式会社 800 1.01 ―  ―  

丸宏大華証券株式会社 800 1.01 ―  ―  

丸三証券株式会社 800 1.01 ―  ―  

丸八証券株式会社 800 1.01 ―  ―  

丸和証券株式会社 800 1.01 ―  ―  

みずほ証券株式会社 800 1.01 ―  ―  

みずほインベスターズ証券株式会社 800 1.01 ―  ―  

水戸証券株式會社 800 1.01 ―  ―  

明光ナショナル証券株式会社 800 1.01 ―  ―  

メリルリンチ日本証券株式会社 800 1.01 ―  ―  

モルガン・スタンレー証券会社 800 1.01 ―  ―  

山源証券株式会社 800 1.01 ―  ―  

山丸証券株式会社 800 1.01 ―  ―  

山和証券株式会社 800 1.01 ―  ―  

ユービーエス・ウォーバーグ・ジャパン・リミテッド（証券) 800 1.01 ―  ―  

リーマン・ブラザーズ・ジャパン・インコーポレーテッド（リーマン・ブラザーズ証券会社) 800 1.01 ―  ―  

リテラ・クレア証券株式会社 800 1.01 ―  ―  

ワールド日栄証券株式会社 800 1.01 ―  ―  

 

ｅ 自己株式の取得，処分等及び保有 

 該当事項はありません。 

 

 4 従業員の状況 
 

区 分 従業員数（前期末比増減) 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数 

男    性 177 名 (△16)名 43 歳 10 月 20 歳 5 月 

女    性 68 (△ 1) 47 1  26 11  

合計又は平均 245 (△17) 43 9  22 3  
 
 (注) １ 上記従業員には，出向者６名が含まれております。 

    ２ 上記従業員には，社外からの出向者１名が含まれております。 
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 5 企業結合の状況 

ａ 重要な子会社の状況 
 

会  社  名 資  本  金 当所の議決権比率 主要な事業内容 

株式会社大阪証券会館 100,000千円 100.0％ 不動産賃貸業 
 

 上記のほか，大証システムサービス株式会社及び中央コンピュータサ

ービス株式会社がありますが，いずれも現在清算中であります。 

 

ｂ 企業結合の経過及び成果 

 当期の連結対象子会社は１社であり，当期の連結営業収益は98億95百

万円，連結当期純利益は９億38百万円であります。 

 

 6 主要な借入先 

 該当事項はありません。 

 なお，貸借対照表記載の短期及び長期借入金は，年金福祉事業団からの

従業員向け住宅転貸融資金であります。 

 

 7 取締役及び監査役 
 

地    位 氏    名 担 当 又 は 主 な 職 業 

取 締 役 会 長 樋 口 廣太郎 アサヒビール株式会社相談役 

代表取締役社長 巽  悟 朗 総括，考査室担当 

代表取締役副社長 中 野  實 自主規制本部，財務部担当 

専 務 取 締 役 米 田 道 生 経営企画本部担当 

常 務 取 締 役 小 島 茂 夫 管理本部，業務本部担当 

取 締 役 荒 川 洋 二 弁護士 

取 締 役 有 明 一 夫 大和証券エスエムビーシー株式会社執行役員 

取 締 役 市 田 ひろみ 服飾評論家 

取 締 役 草 川  毅 髙木証券株式会社取締役会長 

取 締 役 小 林 いずみ メリルリンチ日本証券株式会社取締役社長 

取 締 役
堺 屋 太 一 
(本名 池口小太郎) 

作家 

取 締 役 田 代  和 大阪商工会議所会頭 

取 締 役 津 川  清 リーマン・ブラザーズ証券会社会長 

取 締 役 筒 井 高 志 野村證券株式会社専務取締役 

取 締 役 村 上 朝 昭 コスモ証券株式会社取締役社長 

取 締 役 森 中  蕃 光証券株式会社取締役社長 

取 締 役 山 崎 哲 男 日興コーディアル証券株式会社常務執行役員 

常 勤 監 査 役 金 田 尚 武  

監 査 役 沖 津 嘉 昭 岩井証券株式会社取締役社長 

監 査 役 片 山 通 夫 永和証券株式会社取締役社長 
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 (注) １ 取締役会長の樋口 廣太郎氏並びに取締役のうち荒川 洋二氏，有明 一夫氏，

市田 ひろみ氏，草川 毅氏，小林 いずみ氏，堺屋 太一氏，田代 和氏，津川 

清氏，筒井 高志氏，村上 朝昭氏，森中 蕃氏及び山崎 哲男氏は，商法第188条

第２項第７号の２に定める社外取締役であります。 

    ２ 平成14年６月28日開催の定時株主総会において，樋口 廣太郎氏，巽 悟朗氏，

中野 實氏，米田 道生氏，荒川 洋二氏，有明 一夫氏，市田 ひろみ氏，草川 

毅氏，堺屋 太一氏，田代 和氏，津川 清氏及び村上 朝昭氏が取締役に，沖津 

嘉昭氏及び片山 通夫氏が監査役に再任され，それぞれ就任いたしました。 

       小島 茂夫氏，小林 いずみ氏，筒井 高志氏，森中 蕃氏，山崎 哲男氏が新た

に取締役に，金田 尚武氏が新たに監査役に選任され，それぞれ就任いたしまし

た。 

    ３ 平成14年６月28日開催の取締役会において，代表取締役に巽 悟朗氏及び中野 

實氏が選任されました。 

    ４ 平成14年６月28日開催の取締役会において，取締役会長に樋口 廣太郎氏，取

締役社長に巽 悟朗氏，専務取締役に中野 實氏，常務取締役に米田 道生氏が選

任され，それぞれ就任いたしました。 

    ５ 平成14年９月17日開催の取締役会において，取締役副社長に中野 實氏，専務

取締役に米田 道生氏，常務取締役に小島 茂夫氏が選任され，平成14年10月１

日付をもってそれぞれ昇格いたしました。 

    ６ 取締役のうち担当又は主な職業について，平成14年４月１日付で次のとおり

変更がありました。 
 

地   位 氏   名 変 更 日 変更後の担当又は主な職業 

取締役副社長 内 田 輝 紀 平成14年４月１日 自主規制本部（市場監理グループ・参加者監理グループ）担当 

専 務 取 締 役 中 野  實 平成14年４月１日 管理本部，自主規制本部（上場グループ)，財務部担当 

取 締 役 安 東 俊 夫 平成14年４月１日 野村アセットマネジメント株式会社 取締役会長 

取 締 役 井 上 和 之 平成14年４月１日 日興フィナンシャル・インテリジェンス株式会社 取締役社長 

取 締 役 草 川  毅 平成14年４月１日 髙木証券株式会社 取締役会長 

    ７ 取締役のうち担当について，平成14年５月24日付で次のとおり変更がありま

した。 
 

地   位 氏   名 変 更 日 変更後の担当又は主な職業 

専 務 取 締 役 中 野  實 平成14年５月24日 管理本部，自主規制本部，財務部担当 

    ８ 取締役のうち担当について，平成14年６月28日付で次のとおり変更がありま

した。 
 

地   位 氏   名 変 更 日 変更後の担当又は主な職業 

専 務 取 締 役 中 野  實 平成14年６月28日 自主規制本部，財務部担当 

常 務 取 締 役 米 田 道 生 平成14年６月28日 経営企画本部，東京事務所担当 

取 締 役 小 島 茂 夫 平成14年６月28日 管理本部，業務本部担当 

    ９ 取締役のうち担当について，平成14年９月２日付で次のとおり変更がありま

した。 
 

地   位 氏   名 変 更 日 変更後の担当又は主な職業 

常 務 取 締 役 米 田 道 生 平成14年９月２日 経営企画本部担当 
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    10 監査役のうち沖津 嘉昭氏及び片山 通夫氏は，｢株式会社の監査等に関する商

法の特例に関する法律」第18条第１項に定める社外監査役であります。 

    11 当期中の退任取締役は，次のとおりであります。 
 

退 任 時 の 地 位 氏 名 退 任 年 月 日 

取 締 役 副 社 長 内 田 輝 紀 平成14年５月24日 

取 締 役 安 東 俊 夫 平成14年６月28日 

取 締 役 井 上 和 之 平成14年６月28日 

取 締 役 ジ ョ ン  ヒ リ ー 平成14年６月28日 

    12 当期中の退任監査役は，次のとおりであります。 
 

退 任 時 の 地 位 氏 名 退 任 年 月 日 

常 勤 監 査 役 戸 賀 秀 和 平成14年６月28日 

    13 当所は執行役員制度を採用しており，平成15年３月31日現在６名の執行役員

が在任しております。 
 

地    位 氏    名 担当又は主な職業 

執 行 役 員 岡 野  豊 管理本部 人事グループ担当 

執 行 役 員 樫 野  裕
経営企画本部 広報グループ， 
マーケティンググループ担当 

執 行 役 員 丸 山 雅 彦
自主規制本部 市場監理グループ， 
参加者監理グループ担当 

執 行 役 員 川 本 哲 也 自主規制本部 上場グループ担当 

執 行 役 員 福 山 雅 一
経営企画本部 システム企画グループ， 
業務本部 システム管理グループ担当 

執 行 役 員 北 川 龍 太 東京支社担当 

 

３ 決算期後に生じた会社の状況に関する重要な事実 

  以下の要領で第三者割当増資を行いました。 
 

発 行 新 株 式 数 普通株式  3,200株 

発 行 価 額 １株につき125,000円 

発行価額中資本に組み入れない額 １株につき 62,500円 

割 当 先 法人17社 

申 込 期 間 平成15年５月７日 

払 込 期 日 平成15年５月８日 

配 当 起 算 日 平成15年４月１日 

222222222222222222222222222222222222

◎ 以上のご報告は，次により記載しております。 

 １ 記載金額は，表示単位未満を切り捨てて表示しております。 

 ２ 比率（％）は，表示単位未満を四捨五入して表示しております。 
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貸 借 対 照 表

 
(平成15年３月31日現在) 

 
(単位：百万円) 

 
資   産   の   部 負   債   の   部 

科      目 金   額 科      目 金   額 
 

流 動 負 債 
短 期 借 入 金

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

預 り 金

取 引 証 拠 金

清 算 預 託 金

特 別 清 算 預 託 金

賞 与 引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

固 定 負 債 
長 期 借 入 金

長 期 預 り 金

信 認 金

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

 
59,350 

0 

1 

294 

840 

85 

120 

57,106 

679 

66 

150 

4 

4,382 

6 

672 

479 

3,136 

87 

負 債 合 計 63,733 

資   本   の   部 
 

資 本 金 
資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金 
利 益 準 備 金

任 意 積 立 金

違 約 損 失 準 備 金

先物取引等違約損失準備金

別 途 積 立 金

当 期 未 処 分 利 益

(う ち 当 期 利 益)

株式等評価差額金 

 
4,000 

3,934 

3,934 

17,817 

322 

14,882 

2,569 

7,011 

5,302 

2,611 

  ( 917)  

  △ 98 

 
流 動 資 産 

現 金 預 金

有 価 証 券

営 業 未 収 入 金

前 払 費 用

取 引 証 拠 金 特 定 資 産

清 算 預 託 金 特 定 資 産

特別清算預託金特定資産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産 
有形固定資産 
建 物

構 築 物

車 両 運 搬 具

機 械 及 び 装 置

工 具 器 具 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無形固定資産 
ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他 無 形 固 定 資 産

投 資 等 
投 資 有 価 証 券

子 会 社 株 式

長 期 前 払 費 用

長 期 貸 付 金

差 入 保 証 金

信 認 金 特 定 資 産

長 期 繰 延 税 金 資 産

そ の 他 投 資 等

貸 倒 引 当 金

 
80,026 

18,598 

2,893 

439 

51 

57,106 

679 

66 

134 

57 

  △ 0 

9,361 

3,508 

1,188 

11 

6 

1,956 

69 

273 

2 

1,387 

1,347 

39 

4,465 

2,797 

396 

26 

902 

139 

479 

224 

319 

  △ 819 資 本 合 計 25,653 

資 産 合 計 89,387 負 債 及 び 資 本 合 計 89,387 
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損 益 計 算 書

 
平成14年４月１日から 
平成15年３月31日まで 

 
(単位：百万円) 

 
科         目 金         額 

営 業 収 益  9,714 

負 担 金 等 収 入 4,304  

上 場 賦 課 金 等 収 入 2,483  

機 器 ・ 情 報 提 供 料 2,240  

そ の 他 営 業 収 益 686  

営 業 費 用  8,005 

営 

業 

損 

益 

の 

部 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 8,005  

営 業 利 益  1,709 

営 業 外 収 益  178 

受 取 利 息 50  

受 取 配 当 金 46  

雑 収 入 82  

営 業 外 費 用  14 

支 払 利 息 0  

営
業
外
損
益
の
部 

雑 損 失 14  

経 
 

常 
 

損 
 

益 
 

の 
 

部 

経 常 利 益  1,873 

特 別 利 益  53 

貸 倒 引 当 金 戻 入 8  

取 引 参 加 者 過 怠 金 44  

特 別 損 失  389 

固 定 資 産 売 却 損 0  

固 定 資 産 除 却 損 100  

固 定 資 産 臨 時 償 却 費 261  

特

別

損

益

の

部 

貸 倒 引 当 金 繰 入 26  

 税 引 前 当 期 利 益  1,537 

 法 人 税 ， 住 民 税 及 び 事 業 税  977 

 法 人 税 等 調 整 額  △ 358 

 当 期 利 益  917 

 前 期 繰 越 利 益  1,694 

 当 期 未 処 分 利 益  2,611 
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１ 重要な会計方針 
 

 1 有価証券の評価基準及び評価方法 
ａ 満期保有目的の債券 
  償却原価法によっております。 
ｂ 子会社株式 
  移動平均法による原価法によっております。 
ｃ その他有価証券 
  時価のあるものについては，期末前１か月の市場価格の平均に基づく時価法によ

っております。評価差額は，全部資本直入法により処理し，売却原価は，移動平均
法により算定しております。 

  時価のないものについては，移動平均法による原価法によっております。 
 

 2 固定資産の減価償却の方法 
ａ 有形固定資産 
  定額法によっております。なお，主な耐用年数は以下のとおりであります。 
  建    物        15年～50年 
  機械及び装置        ２年～６年 
b 無形固定資産 
  定額法によっております。 
  なお，自社利用のソフトウェアは，社内における見込利用可能期間（５年）に基

づく定額法によっております。 
 

 3 引当金の計上基準 
ａ 貸倒引当金 
  債権の貸倒れによる損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率により，

貸倒懸念債権等の特定債権については個別に回収可能性を検討し，回収不能見込額
を計上しております。 

ｂ 賞与引当金 
  従業員の賞与の支払いに備えるため，支給見込額のうち当期に対応する見積額を

計上しております。 
ｃ 退職給付引当金 
  従業員の退職給付に備えるため，当期末における退職給付債務の見込額に基づき，

当期末において発生していると認められる額を計上しております。なお，数理計算
上の差異は，発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による
定額法により翌期から費用処理することとしております。 

ｄ 役員退職慰労引当金 
  役員に対する退職慰労金の支払いに備えるため，内規に基づく当期末要支給額を

計上しており，平成14年改正前商法第287条の２に規定する引当金であります。 
 

 4 リース取引の処理方法 
   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については，通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 

 5 消費税等の会計処理方法 
   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

 
 6 自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準 
  当期から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」(企業会計基準委

員会 平成14年２月21日企業会計基準第１号）を適用しております。 
 

 7 １株当たり当期純利益に関する会計基準等 
  当期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成

14年９月25日企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の
適用指針」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日企業会計基準適用指針第４号) 
を適用しております。 
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２ 記載方法の変更 
 

 1 貸借対照表 
   ｢証券決済制度等の改革による証券市場の整備のための関係法律の整備等に関する

法律」(平成14年法律第65号）の施行に伴う当所の規則改正により，前期における 
｢先物取引等違約損失準備預託金」及び「清算基金」の残高を引き継いで，当期にお
ける「清算預託金」となっております。また，｢先物取引等違約損失基金特別預託金｣ 
は「特別清算預託金」と，｢先物取引等違約損失準備預託金特定資産」は「清算預託
金特定資産」と，｢先物取引等違約損失基金特別預託金特定資産」は「特別清算預託
金特定資産」と，それぞれ名称を変更しております。 

 
３ 貸借対照表注記 

 
 1 記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 
 2 子会社に対する金銭債権・金銭債務 
   長期金銭債権 579百万円 
   短期金銭債務 2百万円 

 
 3 有形固定資産の減価償却累計額 5,558百万円 

 
 4 重要なリース資産 
   貸借対照表に計上した固定資産のほか，リース契約により使用している重要な固定

資産として，取引参加者用等の電子計算機及びその周辺機器があります。 
 

 5 株式会社日本証券クリアリング機構（以下「クリアリング機構」という｡）他７社
と締結した「損失補償契約書」に基づき，現物取引の清算業務に関し，クリアリング
機構の清算参加者による損失補償対象債務の不履行又は不履行のおそれが生じたこと
に起因してクリアリング機構に生じた損失に対して，他の損失補償人と連帯して，平
成14年９月30日現在におけるそれぞれの違約損失準備金相当額を限度として，上記不
履行の発生した時点又はクリアリング機構が債務不履行のおそれがあると認定を行っ
た時点におけるクリアリング機構への出資比率に応じて，当該損失を補償することと
なっております。なお，当所の損失補償限度額は2,569百万円であります。 

 
 6 取引証拠金特定資産等 
   当所では，約定時から決済時までにおける清算参加者の債務不履行により被るリス

クを担保するため，各清算参加者から取引証拠金等の預託を受けております。これら
について，当所の規則上他の財産と区分して管理されているため，貸借対照表上，そ
の目的ごとに区分して表示しております。 

 
 7 担保受入金融資産の時価評価額 
   貸借対照表に計上していない代用有価証券の時価評価額は以下のとおりであります。 
    取引証拠金代用有価証券 216,697百万円 
    特別清算預託金代用有価証券 92百万円 
    清算預託金代用有価証券 270百万円 
    信認金代用有価証券 776百万円 
   上記代用有価証券は，有価証券等の売買の契約不履行の発生時等において処分権を

有するものであります。 
 

４ 損益計算書注記 
 

 1 記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
 

 2 子会社との取引高 
   営業取引 74百万円 
   営業取引以外の取引高 5百万円 

 
５ １株当たり当期利益 11,582円00銭 
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利 益 処 分 案

 
 
 

(単位：円) 
 

科          目 金       額 

当 期 未 処 分 利 益 2,611,870,305 

  

これを次のとおり処分いたします。  

  

次 期 繰 越 利 益 2,611,870,305 
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会計監査人の監査報告書 謄本 
 
 

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書
 

平成15年５月14日 
株式会社大阪証券取引所 

 
 取締役会 御中 

 

 

 

代表社員
関与社員

公認会計士 目 加 田  雅  洋 ○印  

 

代表社員
関与社員

公認会計士 小  堀  孝  一 ○印  

 

 当監査法人は､「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第２条

の規定に基づき、株式会社大阪証券取引所の平成14年４月１日から平成15年３月

31日までの第２期営業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、営

業報告書（会計に関する部分に限る｡）及び利益処分案並びに附属明細書（会計

に関する部分に限る｡）について監査を行った。なお、営業報告書及び附属明細

書について監査の対象とした会計に関する部分は、営業報告書及び附属明細書に

記載されている事項のうち会計帳簿の記録に基づく記載部分である。この計算書

類及び附属明細書の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら計算書類及び附属明細書に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及び附属明細書に重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、

試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経

営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及び附属明細書

の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。なお、この監査は、当監査法人が

必要と認めて実施した子会社に対する監査手続を含んでいる。 

 監査の結果、当監査法人の意見は次のとおりである。 

  1 貸借対照表及び損益計算書は、法令及び定款に従い会社の財産及び損益

の状況を正しく示しているものと認める。 

  2 営業報告書（会計に関する部分に限る｡）は、法令及び定款に従い会社

の状況を正しく示しているものと認める。 

  3 利益処分案は、法令及び定款に適合しているものと認める。 

  4 附属明細書（会計に関する部分に限る｡）について、商法の規定により

指摘すべき事項はない。 

 また、第三者割当増資に関する後発事象が営業報告書に記載されている。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載す

べき利害関係はない。 

以 上 
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監査役会の監査報告書 謄本 
 
 

監  査  報  告  書 
 

 当監査役会は，平成14年４月１日から平成15年３月31日までの第２期営業年度
の取締役の職務の執行に関して各監査役から監査の方法及び結果の報告を受け，
協議のうえ，本監査報告書を作成し，下記のとおり報告いたします。 

 
記 
 

１ 監査役の監査の方法の概要 
  各監査役は，監査役会が定めた監査の方針，業務の分担等に従い，取締役会

その他重要な会議に出席するほか，取締役等から営業の報告を聴取し，重要な
決裁書類等を閲覧し，業務及び財産の状況を調査し，必要に応じて子会社から
営業の報告を求めました。また，会計監査人から報告及び説明を受け，計算書
類及び附属明細書につき検討を加えました。 

  取締役の競業取引及び自己取引，取締役と会社間の利益相反取引，会社が無
償で行った財産上の利益供与，子会社又は株主との通例的でない取引並びに取
締役の職務執行に関し不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実
等に関しては，上記の監査の方法のほか，必要に応じて取締役等から報告を求
め，当該取引の状況等を詳細に調査いたしました。 

 
２ 監査の結果 
 1 会計監査人「新日本監査法人」の監査の方法及び結果は相当であると認め

ます。 
 2 営業報告書は，法令及び定款に従い，会社の状況を正しく示しているもの

と認めます。 
 3 利益処分案は，会社財産の状況その他の事情に照らし指摘すべき事項は認

められません。 
 4 附属明細書は，記載すべき事項を正しく示しており，指摘すべき事項は認

められません。 
 5 取締役の職務遂行に関しては，不正の行為又は法令若しくは定款に違反す

る重大な事実は認められません。 
   なお，取締役の競業取引及び自己取引，取締役と会社間の利益相反取引，

会社が無償で行った財産上の利益供与，子会社又は株主との通例的でない取
引についての取締役の義務違反は認められません。 

 
以 上 

  平成15年５月16日 
 

株式会社大阪証券取引所 監査役会 
 

常勤監査役  金  田  尚  武 ○印

   

監 査 役  沖  津  嘉  昭 ○印

   

監 査 役  片  山  通  夫 ○印
 
(注) 監査役沖津嘉昭及び監査役片山通夫は，株式会社の監査等に関する商法の

特例に関する法律第18条第１項に定める社外監査役であります。 

 

以 上 
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議決権の行使についての参考書類 
 

１ 総株主の議決権の数 79,200個 

 

２ 議案及び参考事項 

  第１号議案 第２期利益処分案承認の件 

 本議案の内容は，添付書類（17頁）に記載のとおりであります。 

 当期の未処分利益につきましては，内部留保の充実により，経営体質

の強化と事業の拡大を図るため，全額次期繰越利益とさせていただきた

くお願い申し上げます。 

 したがいまして，当期の株主配当金につきましては，無配とさせてい

ただきたいと存じます。 

 

  第２号議案 定款一部変更の件 

1 変更の理由 

ａ ｢商法等の一部を改正する法律（平成14年法律第44号)」が平成15

年４月１日に施行されたことに伴い，株券失効制度に関する規定に

ついて，所要の変更を行うものであります。 

ｂ ｢商法等の一部を改正する法律（平成14年法律第44号)」が平成15

年４月１日に施行されたことに伴い，当所株主総会における決議を

促進する観点から，特別決議の決議要件を緩和することについて，

所要の変更を行うものであります。 

ｃ 当所は，中間配当制度を導入することといたしたく，所要の変更

を行うものであります。 

2 変更の内容 

 変更の内容は次のとおりであります。 
(下線の部分は変更箇所であります｡) 

 
現  行  定  款 変    更    案 

(名義書換代理人) 

第13条      (略) 

(名義書換代理人) 

第13条      (略) 

２        (略) ２        (略) 

３ 本所の株主名簿及び端株原簿は，名義

書換代理人の事務取扱場所に備え置き，

株式の名義書換，質権の登録，信託財産

の表示，株券の交付，届出の受理, 端株

の買取請求の取扱等及び端株に関する事

務は名義書換代理人に取扱わせ，本所に

おいては，これを取扱わない。 

３ 本所の株主名簿, 端株原簿及び株券喪

失登録簿は，名義書換代理人の事務取扱

場所に備え置き，株式の名義書換，端株

の買取請求の取扱等株式及び端株に関す

る事務は名義書換代理人に取扱わせ，本

所においては，これを取扱わない。 
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現  行  定  款 変    更    案 

(決議方法) 

第18条      (略) 

(決議方法) 

第18条      (略) 

(新   設) ２ 商法第343条第１項の規定による株主

総会の決議は，総株主の議決権の３分の

１以上を有する株主が出席し，その議決

権の３分の２以上に当たる多数決をもっ

て行う｡ 

(配当金) 

第40条 本所の株主配当金は，毎年３月31

日の最終の株主名簿に記載又は記録され

た株主若しくは登録質権者に支払う。 

(配当金及び中間配当) 

第40条 本所の株主配当金は，毎年３月31

日の最終の株主名簿に記載又は記録され

た株主若しくは登録質権者及び端株原簿

に記載又は記録された端株主に支払う。 

(新   設) ２ 本所は，取締役会の決議により，毎年

９月30日の最終の株主名簿に記載又は記

録された株主若しくは登録質権者及び端

株原簿に記載又は記録された端株主に対

して，商法第293条の５の規定による金

銭の分配（以下「中間配当」という｡）

をすることができる｡ 

２ 株主配当金が，支払開始の日から３年

以内に受領されないときは，本所は，そ

の支払いの義務を免れるものとする。 

３ 前２項の株主配当金又は中間配当が，

支払開始の日から３年以内に受領されな

いときは，本所は，その支払いの義務を

免れるものとする。 
  

 

  第３号議案 会計監査人選任の件 

 当所の会計監査人であります新日本監査法人は本総会終結の時をもっ

て任期満了となります。また，新日本監査法人において，これまで当所

の監査担当であった部門が新日本監査法人から独立し，あずさ監査法人 

(平成15年４月１日よりKPMGメンバー・ファーム）を設立いたしました。

つきましては，当所としても監査体制の実質的継続を図るため，あずさ

監査法人を後任の会計監査人として選任するものであります。 

 なお，本議案につきましては，監査役会の同意を得ております。 

 候補者は次のとおりであります。 
 

名       称 あずさ監査法人 

事   務   所 〈主たる事務所〉 
 東京都千代田区内幸町二丁目２番３号 日比谷国際ビル 

〈従たる事務所〉 

 大阪市中央区瓦町三丁目６番５号 銀泉備後町ビル 
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沿       革 平成15年２月26日 設立 

概       要 〈出資金〉 45,000,000円 
(本総会開催日現在) 〈人員構成〉 社員（公認会計士） 10名（うち代表社員７名） 
(予      定)        職員（公認会計士） 89名 

         （会計士補）  110名 
         （その他）     71名 
                計280名 

国 際 業 務 KPMG（ケーピーエムジー）にメンバー・ファームとして加
盟 

 
  第４号議案 取締役２名選任の件 

 本総会終結の時をもって有明 一夫氏が辞任されます。また，経営陣強

化を図るため１名増員し，取締役２名の選任をお願いいたしたいと存じ

ます。 

 取締役候補者は次のとおりであります。なお，赤松 和彦氏は，有明 

一夫氏の後任となることから，定款第23条の規定に基づき，赤松 和彦氏

の任期は有明 一夫氏の残任期間（第３回定時株主総会終結時までの１年

間）となります。 
 

候補者
番 号 

氏     名 
(生 年 月 日) 

略歴及び他の会社の代表状況 
所 有 す る 
当所株式数 

１ 
赤 松 和 彦 

(昭和29年８月４日生)

昭和52年４月 大和証券株式会社入社 

平成10年５月 同社事業法人営業第一部長 

平成11年４月 大和証券エスビーキャピタ

ル・マーケッツ株式会社事業

法人第一部長 

平成13年４月 大和証券エスエムビーシー株

式会社事業法人第二部長 

平成14年６月 同社執行役員（現任） 

― 

    

２ 
井 植  敏 

(昭和７年２月28日生)

昭和31年４月 三洋電機株式会社入社 

昭和36年１月 同社取締役 

昭和43年１月 同社常務取締役 

昭和47年７月 同社専務取締役 

昭和60年２月 同社取締役副社長 

昭和61年２月 同社取締役社長 

平成４年12月 同社取締役会長 

平成11年６月 同社取締役会長兼CEO（現

任） 

― 

     
 (注) １ 各候補者と当所との間に特別の利害関係はありません。 

    ２ 赤松 和彦氏及び井植 敏氏は，商法第188条第２項第７号の２に定める社外取

締役の候補者であります。 
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  第５号議案 監査役２名選任の件 

 本総会終結の時をもって沖津 嘉昭氏及び片山 通夫氏は監査役を辞任
されるため，監査役２名の選任をお願いいたしたいと存じます。 
 なお，本議案につきましては，監査役会の同意を得ております。 
 監査役候補者は次のとおりであります。なお，大津 隆文氏及び笹田 
友三郎氏は，それぞれ沖津 嘉昭氏及び片山 通夫氏の後任となることか
ら，両氏の任期は，定款第32条の規定に基づき，沖津 嘉昭氏及び片山 
通夫氏の残任期間（第４回定時株主総会終結時までの２年間）となりま
す。 

 
候補者
番 号 

氏     名 
(生 年 月 日) 

略歴及び他の会社の代表状況 
所 有 す る 
当所株式数 

１ 
大 津 隆 文 

(昭和15年２月12日生)

昭和37年４月 大蔵省入省 

平成２年６月 大蔵省印刷局長 

平成３年６月 電源開発株式会社常務取締役

平成５年７月 日本証券業協会常務理事 

平成７年７月 日本証券業協会専務理事 

平成10年６月 大阪証券金融株式会社取締役

社長（現任） 

― 

    

２ 
笹 田 友三郎 

(昭和２年１月25日生)

昭和38年４月 同志社大学経済学部教授 

平成元年４月 同志社大学長 

平成８年４月 同志社大学名誉教授（現任）

平成８年４月 松阪大学大学院政策科学研究

科教授 

平成14年４月 松阪大学名誉教授（現任） 

― 

     
 (注) １ 各候補者と当所との間に特別の利害関係はありません。 
    ２ 大津 隆文氏及び笹田 友三郎氏は，｢株式会社の監査等に関する商法の特例に

関する法律」第18条第１項に定める社外監査役の候補者であります。 
 

  第６号議案 退任取締役及び退任監査役に対する退職慰労金贈呈の件 
 本総会終結の時をもって取締役を辞任されます有明 一夫氏，監査役を
辞任されます沖津 嘉昭氏及び片山 通夫氏に対し，それぞれ在任中の功
労に報いるため，当所における一定の基準に従い相当額の範囲内で退職
慰労金を贈呈することとし，その具体的金額，贈呈の時期，方法等は，
退任取締役については取締役会に，退任監査役については監査役の協議
によることにご一任願いたいと存じます。 
 退任取締役及び退任監査役各氏の略歴は次のとおりであります。 

 
氏     名 略              歴 

有 明 一 夫 
平成13年４月 当所取締役 

平成15年６月 当所取締役を辞任 
    

沖 津 嘉 昭 
平成13年４月 当所監査役 

平成15年６月 当所監査役を辞任 
    

片 山 通 夫 
平成13年４月 当所監査役 

平成15年６月 当所監査役を辞任 
  

 
以 上 
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株主総会会場ご案内図 
 

 

 

会 場  大阪市中央区北浜一丁目１番16号 

     大阪証券会館 ４階ホール 

      TEL 06（6203）3471㈹ 

 

(交通機関) 

・北浜駅(地下鉄堺筋線・京阪本線)…徒歩約２分 

・淀屋橋駅(地下鉄御堂筋線・京阪本線)…徒歩約８分 

 


